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 この目論見書により行う株式5,924,306,622円（見込額）の売出

し（引受人の買取引受けによる売出し）及び株式887,378,310円

（見込額）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）につ

いては、当社は金融商品取引法第４条第１項ただし書により同項本

文の規定による届出は行っておりません。 

 なお、売出価格等については、今後訂正が行われます。 

 また、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

 

 今後、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が

決定された場合は、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項

（引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる

売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以

下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え、売出価格等決定日の翌日付

の日本経済新聞及び売出価格等の決定後から申込期間の末日までの期間中のインター

ネット上の当社ウェブサイト（［URL］https://www.aica.co.jp/company/ir/news/2024/

（以下、「新聞等」という。）において公表します。売出価格等が決定される前に目論

見書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されま

す。また、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して

訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事

項分が交付され、新聞等による公表は行いません。 
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【会社名】 アイカ工業株式会社

【英訳名】 Aica Kogyo Company, Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長執行役員　　海老原　健治

【本店の所在の場所】 愛知県清須市西堀江2288番地

（同所は登記上の本店所在地で実際の業務は「最寄りの連絡場

所」で行っております。）

【電話番号】 該当事項はありません。

【事務連絡者氏名】 該当事項はありません。

【最寄りの連絡場所】 名古屋市中村区名駅１丁目１番１号

【電話番号】 （052）533－3135

【事務連絡者氏名】 上席執行役員経営企画部長　　酒井　信禎

【本目論見書により行う売出有価証券の種類】 株式

【本目論見書により行う売出金額】 引受人の買取引受けによる売出し 5,924,306,622円

オーバーアロットメントによる売出し 887,378,310円

（注）　売出金額は、売出価額の総額であり、2024年９月20日

（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。

【安定操作に関する事項】 １　今回の売出しに伴い、当社の発行する上場株式について、市

場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取引法施行

令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる場合があ

ります。

２　上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所及び株

式会社名古屋証券取引所でありますが、これらのうち主たる

安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を開設する金融

商品取引所は、株式会社東京証券取引所であります。

【表紙】
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ＰＥＲ（倍）＝
週末の終値

１株当たり当期純利益（連結）

（株価情報等）

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】

　2021年９月27日から2024年９月20日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式

売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。

　（注）１　・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

２　ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

・2021年９月27日から2022年３月31日については、2021年３月期有価証券報告書の2021年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。

・2022年４月１日から2023年３月31日については、2022年３月期有価証券報告書の2022年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。

・2023年４月１日から2024年３月31日については、2023年３月期有価証券報告書の2023年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。

・2024年４月１日から2024年９月20日については、2024年３月期有価証券報告書の2024年３月期の連結財務

諸表の１株当たり当期純利益を使用。
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提出者（大量保有者）の氏名
又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等の
総数（株）

株券等保有割
合（％）

インベスコ・アセット・マネ

ジメント株式会社

2024年４月15日 2024年４月19日
変更報告書

（注）１

4,724,800 6.99

インベスコ　ホンコン　リミ

テッド

（Invesco Hong Kong 

Limited）

135,394 0.20

野村證券株式会社

2024年４月30日 2024年５月７日
大量保有報告書

（注）２

885,227 1.29

ノムラ　インターナショナル　

ピーエルシー

（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲ

ＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ）

313,936 0.46

野村アセットマネジメント株

式会社
2,322,000 3.44

インベスコ・アセット・マネ

ジメント株式会社

2024年５月15日 2024年５月21日
変更報告書

（注）１

3,796,300 5.62

インベスコ　ホンコン　リミ

テッド

（Invesco Hong Kong 

Limited）

144,894 0.21

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社
2024年５月31日 2024年６月６日

変更報告書

（注）３

2,137,376 3.16

日興アセットマネジメント株

式会社
1,420,100 2.10

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

2024年７月22日 2024年７月29日
変更報告書

（注）４

1,300,016 1.92

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,254,800 1.86

三菱ＵＦＪアセットマネジメ

ント株式会社
798,600 1.18

株式会社三菱ＵＦＪ銀行

2024年８月12日 2024年８月19日
大量保有報告書

（注）４

1,300,016 1.92

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 1,270,100 1.88

三菱ＵＦＪアセットマネジメ

ント株式会社
811,600 1.20

野村證券株式会社

2024年８月30日 2024年９月５日
変更報告書

（注）２

646,438 0.95

ノムラ　インターナショナル　

ピーエルシー

（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲ

ＮＡＴＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ）

306,553 0.45

野村アセットマネジメント株

式会社
2,278,300 3.37

インベスコ・アセット・マネ

ジメント株式会社

2024年９月13日 2024年９月20日
変更報告書

（注）１

3,130,800 4.63

インベスコ　ホンコン　リミ

テッド

（Invesco Hong Kong 

Limited）

88,594 0.13

２【大量保有報告書等の提出状況】

　2024年３月30日から2024年９月20日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は、以下のと

おりであります。
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　（注）１　インベスコ・アセット・マネジメント株式会社及びインベスコ　ホンコン　リミテッド（Invesco Hong 

Kong Limited）は共同保有者であります。

２　野村證券株式会社、ノムラ　インターナショナル　ピーエルシー（ＮＯＭＵＲＡ　ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮ

ＡＬ　ＰＬＣ）及び野村アセットマネジメント株式会社は共同保有者であります。

３　三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社及び日興アセットマネジメント株式会社は共同保有者で

あります。

４　株式会社三菱ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社及び三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社は共

同保有者であります。

５　上記の大量保有報告書等は関東財務局及び東海財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社株式が上場さ

れている株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されておりま

す。
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】
　該当事項はありません。

種類 売出数
売出価額の総額

（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称

普通株式 1,822,600株 5,924,306,622

東京都千代田区大手町二丁目６番４号

東京海上日動火災保険株式会社
873,600株

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

株式会社三菱ＵＦＪ銀行
727,000株

愛知県名古屋市中区錦三丁目19番17号

株式会社名古屋銀行
222,000株

第２【売出要項】

１【売出株式（引受人の買取引受けによる売出し）】

　2024年10月８日（火）から2024年10月11日（金）までの間のいずれかの日（以下、「売出価格等決定日」とい

う。）に決定される引受価額にて後記「２　売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）」に記載の引受人

（以下、「引受人」という。）は買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価格）で売出し（以下、「引

受人の買取引受けによる売出し」という。）を行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、引

受人の買取引受けによる売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金とします。売出人は引受人に対し

て引受手数料を支払いません。

　（注）１　引受人の買取引受けによる売出しに伴い、その需要状況等を勘案し、大和証券株式会社が当社株主より借受

ける当社普通株式の売出し（以下、「オーバーアロットメントによる売出し」という。）を行う場合があり

ます。オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別

記載事項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。

２　引受人の買取引受けによる売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、その内容

につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」をご参照くだ

さい。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

４　売出価額の総額は、2024年９月20日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

2024/09/20 21:05:21／24168956_アイカ工業株式会社_目論見書（参照）

- 4 -



売出価格（円）
引受価額
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠
金（円）

申込受付
場所

引受人の住所及び氏名又
は名称

元引受契
約の内容

未定

(注)１、２

（売出価格等決定日

の株式会社東京証券

取引所における当社

普通株式の終値（当

日に終値のない場合

は、その日に先立つ

直近日の終値）に

0.90～1.00を乗じた

価格（当該価格が

3,000円超の場合は

１円単位として１円

未満端数切捨て、

3,000円以下の場合

は0.5円単位として

0.5円未満端数切捨

て）を仮条件としま

す。）

未定

(注)１、

２

自　2024年

10月15日(火)

至　2024年

10月16日(水)

(注)３

100株

１株につ

き売出価

格と同一

の金額

右記金融

商品取引

業者及び

その委託

販売先金

融商品取

引業者の

本店及び

国内各支

店

東京都千代田区丸の内一

丁目９番１号

大和証券株式会社

東京都千代田区大手町一

丁目９番２号

三菱ＵＦＪモルガン・ス

タンレー証券株式会社

愛知県名古屋市中村区名

駅四丁目７番１号

東海東京証券株式会社

(注)４

２【売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出し）】

　（注）１　日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

る需要状況等を勘案した上で、2024年10月８日（火）から2024年10月11日（金）までの間のいずれかの日

（売出価格等決定日）に売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より１株当たりの売買代金と

して受取る金額）を決定します。

今後、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が決定された場合は、売

出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（引受人の買取引受けによる売出しの売出価

額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出

価額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代え、売出価格等決定日の翌日

付の日本経済新聞及び売出価格等の決定後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェ

ブサイト（［URL］https://www.aica.co.jp/company/ir/news/2024/）（以下、「新聞等」という。）にお

いて公表します。売出価格等が決定される前に目論見書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論

見書の訂正事項分が交付されます。また、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴

い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事項分が交

付され、新聞等による公表は行いません。

２　前記「１　売出株式（引受人の買取引受けによる売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額と

は異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３　株式の受渡期日は、2024年10月21日（月）であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、売出価格等決定日において正式に決

定する予定であります。なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況等を勘案した上で繰り上げ

ることがあります。当該需要状況等の把握期間は、最長で2024年10月７日（月）から2024年10月11日（金）

までを予定しておりますが、実際の売出価格等の決定期間は2024年10月８日（火）から2024年10月11日

（金）までを予定しております。

したがいまして、

①　売出価格等決定日が2024年10月８日（火）の場合、申込期間は「自　2024年10月９日（水）　至　2024

年10月10日（木）」、受渡期日は「2024年10月16日（水）」

②　売出価格等決定日が2024年10月９日（水）の場合、申込期間は「自　2024年10月10日（木）　至　2024

年10月11日（金）」、受渡期日は「2024年10月17日（木）」

③　売出価格等決定日が2024年10月10日（木）の場合、申込期間は「自　2024年10月11日（金）　至　2024

年10月15日（火）」、受渡期日は「2024年10月18日（金）」

④　売出価格等決定日が2024年10月11日（金）の場合、上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意ください。
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金融商品取引業者名 引受株式数

大和証券株式会社 1,458,200株

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 182,200株

東海東京証券株式会社 182,200株

４　元引受契約の内容

買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

各金融商品取引業者の引受株式数

５　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６　申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７　申込証拠金には、利息をつけません。

８　株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。
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種類 売出数 売出価額の総額（円）
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名
又は名称

普通株式 273,000株 887,378,310
東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

大和証券株式会社

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１　オーバーアロットメントによる売出しは、引受人の買取引受けによる売出しに伴い、その需要状況等を勘案

し、273,000株を上限として大和証券株式会社が当社株主より借受ける当社普通株式の売出しであります。

上記の売出数はオーバーアロットメントによる売出しの売出数の上限を示したものであり、需要状況等によ

り減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照ください。

今後、売出数が決定された場合は、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金）及び売出価格等

の決定に伴い連動して訂正される事項（引受人の買取引受けによる売出しの売出価額の総額、オーバーアロ

ットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、

目論見書の訂正事項分の交付に代え、売出価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び売出価格等の決定後か

ら 申 込 期 間 の 末 日 ま で の 期 間 中 の イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ［URL］

https://www.aica.co.jp/company/ir/news/2024/）（新聞等）において公表します。売出価格等が決定され

る前に目論見書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。ま

た、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載

内容についての訂正が含まれる場合には、目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いませ

ん。

２　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋兜町７番１号

３　売出価額の総額は、2024年９月20日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

売出価格
（円）

申込期間 申込単位
申込証拠金

（円）
申込受付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約
の内容

未定

(注)１

自　2024年

10月15日(火)

至　2024年

10月16日(水)

(注)１

100株

１株につき売

出価格と同一

の金額

大和証券株式会社

及びその委託販売

先金融商品取引業

者の本店及び国内

各支店

－ －

４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】

　（注）１　株式の受渡期日は、2024年10月21日（月）であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２　売出しの条件（引受人の買取引受けによる売出

し）」において決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一とします。

２　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３　申込証拠金には、利息をつけません。

４　株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

　引受人の買取引受けによる売出しに伴い、その需要状況等を勘案し、273,000株を上限として大和証券株式会社が

当社株主より借受ける当社普通株式（以下、「貸借株式」という。）の売出し（オーバーアロットメントによる売出

し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は上限を示したものであり、需要状況等

により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。

　オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出

しを行った株式数を上限として、追加的に当社普通株式を取得する権利（以下、「グリーンシューオプション」とい

う。）を、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの受渡期日から2024年11月８

日（金）までの間を行使期間（以下「グリーンシューオプションの行使期間」という。（注））として、当社株主よ

り付与されます。

　大和証券株式会社は、引受人の買取引受けによる売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間（以

下、「申込期間」という。）中、当社普通株式について安定操作取引を行う場合があり、当該安定操作取引で買付け

た株式の全部又は一部を貸借株式の返還に充当する場合があります。

　また、大和証券株式会社は、申込期間終了日の翌日から2024年11月８日（金）までの間（以下、「シンジケートカ

バー取引期間」という。（注））、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数を上限として、株式会社東

京証券取引所において当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があり、当該

シンジケートカバー取引で買付けられた株式は全て貸借株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引

期間内において、大和証券株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメント

による売出しを行った株式数に至らない株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

　大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数から安定操作取引及びシンジケートカ

バー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式数を減じた株式数について、グリーンシューオプションの行使を行い

ます。

　なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については売出価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、大和証券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借受け、当該株主から大和証券株式会社へのグリ

ーンシューオプションの付与及び株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引は行われません。

（注）　グリーンシューオプションの行使期間及びシンジケートカバー取引期間は、

①　売出価格等決定日が2024年10月８日（火）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年10

月16日（水）から2024年11月８日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年10月11日

（金）から2024年11月８日（金）までの間」

②　売出価格等決定日が2024年10月９日（水）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年10

月17日（木）から2024年11月８日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年10月12日

（土）から2024年11月８日（金）までの間」

③　売出価格等決定日が2024年10月10日（木）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年10

月18日（金）から2024年11月８日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年10月16日

（水）から2024年11月８日（金）までの間」

④　売出価格等決定日が2024年10月11日（金）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年10

月21日（月）から2024年11月８日（金）までの間」シンジケートカバー取引期間は「2024年10月17日

（木）から2024年11月８日（金）までの間」

となります。

２　ロックアップについて

　引受人の買取引受けによる売出しに関連して、売出人である株式会社三菱ＵＦＪ銀行は、大和証券株式会社に対

し、売出価格等決定日に始まり、引受人の買取引受けによる売出しの受渡期日から起算して180日目の日に終了する

期間（以下、「ロックアップ期間」という。）中、大和証券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式、

当社株式に転換若しくは交換されうる証券又は当社株式を取得若しくは受領する権利を表章する証券の売却等（ただ

し、引受人の買取引受けによる売出し等を除く。）を行わない旨合意しております。

　また、当社は、大和証券株式会社に対し、ロックアップ期間中、大和証券株式会社の事前の書面による同意なしに

は、当社株式、当社株式に転換若しくは交換されうる証券又は当社株式を取得若しくは受領する権利を表章する証券

の発行等（ただし、単元未満株式売渡請求に応じて行う自己株式の交付、売出価格等決定日現在において残存してい

るストック・オプションの行使による当社普通株式の交付、当社の取締役に対する譲渡制限付株式（RS）としての当

社普通株式の交付（譲渡制限がロックアップ期間中に解除されないものであり、ロックアップ期間中に交付される譲
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渡制限付株式の交付価額の総額が、１億円を超えないものに限る。）、アイカ工業株式会社2027年満期ユーロ円建転

換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による当社普通株式の交付及び株式分割等を除く。）を行わ

ない旨合意しております。

　なお、上記のいずれの場合においても、大和証券株式会社は、ロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意

の内容を一部又は全部につき解除できる権限を有しております。

３　自己株式の取得について

　当社は、2024年９月30日（月）付の当社取締役会において、引受人の買取引受けによる売出しに伴う当社株式需給

への影響を緩和しつつ、株主還元の充実及び資本効率の向上を図る観点から、株式会社東京証券取引所における市場

買付けにより、取得株式の総数1,500,000株、取得価額の総額40億円をそれぞれ上限とし、売出価格等決定日（2024

年10月８日（火）から2024年10月11日（金）までの間のいずれかの日）に応じて定まる受渡期日の翌営業日（売出価

格等決定日の６営業日後の日）から2025年３月31日（月）までの期間（注）を取得期間として、自己株式（当社普通

株式）の取得に関する事項を決議しています。なお、市場動向等により、市場買付けの一部又は全部の取得が行われ

ない可能性があります。

（注）　自己株式の取得期間は、

①　売出価格等決定日が2024年10月８日（火）の場合、「2024年10月17日（木）から2025年３月31日（月）

まで」

②　売出価格等決定日が2024年10月９日（水）の場合、「2024年10月18日（金）から2025年３月31日（月）

まで」

③　売出価格等決定日が2024年10月10日（木）の場合、「2024年10月21日（月）から2025年３月31日（月）

まで」

④　売出価格等決定日が2024年10月11日（金）の場合、「2024年10月22日（火）から2025年３月31日（月）

まで」

となります。

第３【第三者割当の場合の特記事項】
　該当事項はありません。

第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】
　該当事項はありません。

第三部【参照情報】

第１【参照書類】
　会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。

１【有価証券報告書及びその添付書類】

　事業年度　第124期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）2024年６月26日関東財務局長に提出

２【臨時報告書】

　１の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2024年６月26日に関東財務局長に提出
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第２【参照書類の補完情報】
　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告書の提

出日以後、2024年９月30日までの間において変更及び追加すべき事項が生じております。以下の内容は、当該有価証券

報告書の「事業等のリスク」を一括して記載したものであり、当該変更及び追加箇所については＿＿＿罫で示しており

ます。

　また、当該有価証券報告書には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は、以下の「事業等のリスク」

に記載されたものを除き、2024年９月30日現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事

項もありません。また、当該有価証券報告書に記載された将来に関する事項については、その達成を保証するものでは

ありません。

［事業等のリスク］

　上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要

なリスクは、以下のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、2024年９月30日現在において、当社グループが判断したものであり、事業等のリ

スクについてはこれらに限られるものではありません。

(1）世界経済の変動によるリスク

　当社グループは、グローバルに事業を展開しており、連結ベースでの海外売上高比率は約５割に達しております。

また、生産・調達のグローバル化も進んでおります。そのため、事業活動を行っている、または原材料を調達してい

る各国、各地域において、景気、物価等の経済状況の変動や、予期しない法令・税制・規制の変更、天変地異や労務

問題、戦争、政変、テロ、経済摩擦等の地政学リスクに伴う需要の減少や事業活動の停止等が生じ、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、外部の第三者機関等を通じて経済状況、各国の政治状況等をモニタリングすると

ともに、本社と各海外統括会社が連携支援し、各国、各地域のリスク関連情報や各国法規制動向の把握及び分析を行

い、各国、各地域における個々のリスクが顕在化する兆候を早期に把握するよう努めております。また、海外統括会

社を通じた現地ガバナンスの強化、ローカル経営人材やローカルパートナーの活用をしております。

(2）市場ニーズ・顧客ニーズの変化に関するリスク

　当社グループが事業展開を行う、化成品、建装建材の各セグメントや各国、各地域においては、多数の競合会社が

存在しております。また、市場ニーズ及び顧客ニーズが多様化しており、求められる製品は常に変化し続けていま

す。この競争の激化やニーズの変化への対応の遅れにより、販売シェアの低下や販売価格の低下、滞留在庫の増加等

が生じ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、オリジナル性の高い技術開発を進め、安全・安心・健康・省エネルギー・環境等

に配慮し、市場ニーズや顧客ニーズにマッチした競争力のある新製品の開発を推進しております。また、依存市場の

分散化を図るべく、コア技術の応用やM&A等を活用して、他用途への展開、他地域への進出等に注力しております。

更に、次世代要素技術の蓄積・創出のために産官学連携を活性化するとともに、M&A・提携による技術の共有化と活

用、ステークホルダーとの関係強化による技術・営業人材の育成、組織としての技術開発力の強化を通じて、大型新

製品開発を推進しております。

(3）特定の部門における建設需要への依存度に関するリスク

　当社製品は、最終製品ではなく部材に特化しているとともに、幅広い分野に浸透しているため、当社グループの業

績は、特定の市場環境による大きな影響を受けにくくなっております。ただし、当社製品の中で売上構成比の高い建

装建材部門の製品は、主に日本国内の住宅、店舗、公共施設等の建設及び改修において使用されております。また、

化成品部門における外装・内装仕上塗材、塗り床材についても国内の建設資材として使用されております。このた

め、日本国内の住宅、店舗、公共施設等の建設需要及び改修需要が減少した場合、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、建装建材部門では既存製品の競争力を維持しつつ、主力である木工・家具にとど

まらず、壁・床・天井など空間をトータル提案できる製品を育成することで新しい市場、新しい用途を開拓し、持続

的な成長を目指しています。また、非建築分野向け事業である機能材料事業への経営資源の投入に注力し、建設需要

及びリフォーム・改修需要に左右されない体質へと転換していきます。機能材料事業では、好調な伸びが見込まれる

自動車・エレクトロニクス・日用品の市場をターゲットに、ホットメルト・UV樹脂・ウレタン樹脂・高機能フィルム

といった育成製品を投入して飛躍的成長を目指しております。
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(4）企業買収等の資本提携に関するリスク

　当社グループは、事業の拡大や収益性向上の有効な手段の一つとして企業買収等の資本提携を積極的に実施してお

ります。企業買収等の資本提携の実施後に当社グループが認識していない問題が明らかになった場合や、買収先企業

や提携先企業を取り巻く事業環境が著しく変化し期待された利益やシナジー効果が得られなかった場合には、発生し

たのれんについて減損損失が計上される可能性があります。その結果、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、買収対象企業や提携先企業に対する入念な調査や価値評価、取締役会での十分な

審議、契約の締結等を実施しております。また、外部の専門家を適宜起用するとともに、案件執行能力を備えた社内

の人材育成にも努めております。投資後は、各企業の業績等を分析し、情報の共有化を図り、シナジーの最大化や問

題点の早期対処に努めております。

　なお、当社は2024年９月19日に、当社特定子会社であるアイカ・アジア・パシフィック・ホールディング社が、タ

イ国の接着剤製造販売会社であるADB Sealant Co., Ltd.の第三者割当増資を引き受け、同社を連結子会社化するこ

とについて決議しております。

(5）主要原材料の価格変動、供給不足に関するリスク

　当社グループは、コストダウンと調達の安定性のバランスを念頭において事業を行っておりますが、原油・ナフサ

価格等の高騰、世界情勢の変化による原材料の需給バランスの不均衡等により主要原材料価格や燃料価格の高騰が進

んだ場合、及び供給メーカーの方針転換やプラントトラブル、被災等により特定原材料の調達が困難となり生産活動

に支障をきたした場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、複数購買の実施、取引先とのコミュニケーション、グループ間の連携等を図り、

安定的な供給体制の構築に努めております。

(6）製品・サービスの品質、製造物責任に関するリスク

　当社グループは、国際的な品質マネジメントシステム規格であるISO9001に従って各種製品を製造・出荷しており

ますが、全ての製品について欠陥が無く将来クレームが発生しないという保証はありません。また、製造物責任賠償

保険に加入しておりますが、万一、製造物責任賠償保険で充分に填補できない製品の欠陥による損失が発生した場合

には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、開発・設計段階における社内試験を充実することに加え、必要に応じて外部の第

三者機関による試験を行い、製品の品質を維持し、欠陥の発生を最小限にするとともに、不具合のある製品の流出防

止策を講じております。

(7）設備の改廃、用地の制限に関するリスク

　当社グループの事業運営においては、多種多様な工場用地・機械・設備・ユーティリティを使用しております。突

然の設備故障により生産停止等が発生した場合、また、借地使用の延長契約が進まない事態になった場合、生産量の

減少や修繕コスト・移転コストの増加等で、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。

　このような状況に対処するため、日頃から設備メンテナンスに注力し、不意の故障を予防し、借地に関する交渉窓

口との円滑なコミュニケーションを図り、また、必要な投資を行い、生産活動に支障をきたすことのないよう取り組

んでおります。

(8）知的財産の流出、他社権利の侵害に関するリスク

　当社グループが保有する知的財産が外部へ流出した場合や不正に利用された場合、または見解の相違等により意図

せず他社の知的財産を侵害したと判断された場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があ

ります。

　このような状況に対処するため、知的財産の情報管理を徹底するとともに、当社技術の適切な特許登録を実施し、

流出や不正利用防止を図っています。また、製品開発においては事前の調査を徹底し、他社の特許を侵害しないよう

対策を講じております。

(9）物流網の能力不足、物流費の高騰に関するリスク

　日本国内においては、ドライバーの労働環境の改善や労働人口の減少に伴う人手不足の深刻化により物流需給がひ

っ迫しています。また、国内・海外ともに、燃料価格の高騰、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機とした

人々のライフスタイルの変容による物流量の増加、コンテナ不足、運輸・物流業界におけるストライキ、予期しない

法令・税制・規制の変更、天変地異、事故、経済摩擦等により物流網が混乱するケースが頻発しています。このよう

な背景から、当社グループの原材料や製品の輸送手段が不足する、あるいは物流コストが大幅に上昇するなどし、当
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社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、国内においては、協力企業の拡充、ITシステムの活用、物流拠点の拡充等を行

い、輸送業務の最適化を図っております。また、代理店システムが構築されており、市中在庫が各代理店に分散して

存在し、リスク分散機能を担っています。海外においては、グループ各社での情報共有、原材料の確保協力等を行っ

ております。効率的な輸送方法と在庫の最適化を追求し物流コストを抑制するとともに、多様な輸送手段を確保し製

品供給責任を果たしてまいります。

(10）納期管理に関するリスク

　当社グループは、販売先からの受注に対して定められた契約に基づいて納品するように対応しております。しかし

ながら、競業企業の生産能力の変化等の影響を受け、供給能力を超えた受注を抱え、納期遅延等が発生した場合に

は、対応に多額の費用負担が生じる、あるいは社会的信用が低下することにより、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、販売部門、生産部門、物流部門において適切な生産管理と情報の共有化を図り、

納期遅延等が発生しないよう努めております。

(11）取引先の信用に関するリスク

　当社グループは、国内外の様々な企業と取引をしております。取引先の財政状態の悪化や経営破綻、後継者問題に

よる廃業等が発生した場合、予期せぬ貸倒損失の発生、販売機会の損失等が生じ、当社グループの経営成績及び財政

状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、信用リスクに応じた取引限度額の設定、担保や保証の取り付け、引当金の設定等

の対策を実施しております。また、取引条件は定期的な信用調査を基にリスクを勘案して設定するよう努めておりま

す。更に、当社グループの売上は国内外多数の顧客に分散しておりますが、更なる分散化を図るべく、コア技術の応

用やM&A等を活用して、他用途への展開、他地域への進出等に注力しております。

(12）財務・税務に関するリスク

　当社グループは、事業展開を行っている各国の税法に準拠し適正な納税を行っておりますが、税務申告における税

務当局との見解の相違等により、追加での税負担が生じる可能性があります。また、グループ会社間の取引価格に関

しては、各国の移転価格税制や関税法の観点から適切な取引価格となるように注意を払っておりますが、税務当局ま

たは税関当局との見解の相違等により、取引価格が不適切であるとの指摘を受け追加の税負担が生じる可能性があり

ます。これらの税務上の指摘が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性がありま

す。

　このような状況に対処するため、外部専門家の助言による移転価格文書の整備を行い、各拠点と情報交換し各国の

税制改正の情報を事前に把握し影響を見極め、問題の発生を回避することに努めております。

(13）為替相場の変動に関するリスク

　当社グループが行っている製品の販売及び投資活動等のうち、外国通貨建ての取引については、外国為替の変動に

よる影響を受けることがあります。こうした外国為替のリスクを一定程度まで低減するよう為替予約等によるヘッジ

策を講じておりますが、必ずしも完全に回避できるものではありません。また、当社は海外に多くのグループ会社が

存在しており、各社の財務諸表を円貨に換算する際に、為替変動により、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、先物為替予約を締結しリスクを軽減し、単一の通貨による変動影響を可能な限り

減らすため、ポートフォリオの最適化に努めております。

(14）大規模災害や事故の発生に関するリスク

　想定外の大規模災害や事故、感染症の流行等が発生した場合、事業所の機能停止、原材料調達の遅延、製造設備の

損壊等の被害が、事業活動の継続に影響を及ぼし、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があ

ります。

　このような状況に対処するため、危機管理規程に基づき、大規模災害や事故、感染症の流行等により重要な事業を

中断させないこと、また万一、事業活動が中断した場合においても残存する能力で目標復旧時間までに重要な事業を

再開させることを目的に、事業継続計画（Business Continuity Plan：BCP）を策定し、緊急時の対応を即座に行え

るよう準備・訓練するとともに、複数購買や生産拠点の複数化、大規模地震に備えた耐震工事、水害に備えた浸水対

策工事等を行いできるだけ影響が少なくなるように努めております。
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(15）環境保全に関するリスク

　化成品、建装建材各セグメントの製品を製造する過程で使用される原材料の中には、人の健康や生態系に影響を与

える物質も含まれております。また、処理委託した産業廃棄物が適正に処理されないことも想定されます。万一、当

社グループの事業活動に起因する環境汚染が発生した場合には、対応に多額の費用負担が生じる、あるいは社会的信

用が低下することにより、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、環境保全に係る法規制を遵守し、ISO14001を基に環境マネジメントシステムを構

築し、環境負荷の低減に取り組むとともに、土壌汚染、水質汚染等の環境汚染防止に取り組んでおります。

(16）気候変動に関するリスク

　気候変動にともない、(1)予想を超えるような台風や洪水、猛暑等の気象災害が発生した場合には、事業所の機能

停止、製造設備の損壊等の被害により事業活動の継続に影響を及ぼす可能性があります。また、平均気温の上昇、降

雨量の変化による水資源への影響等が徐々に進行した場合、当社グループがおかれる事業環境が変化し、運用コスト

の増加につながる可能性があります。一方で、(2)低炭素社会への移行の状況により、ステークホルダーから温室効

果ガス削減製品の要請が増大し、新規技術導入での設備投資額の増加、原材料価格の上昇が引き起こされる可能性も

想定されます。気候変動の緩和に向けた規制が強化され、それに適切に対処できなかった場合、操業規制を受け、新

たな税負担や、再生可能エネルギーへのシフトに伴う費用、生産設備の高効率化に伴う設備投資額の増加等につなが

る可能性もあります。それらは、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、上記(1)の気候変動に伴い物理的に発生するリスクに対しては、「BCP分科会」に

より、分析・モニタリング・予防対策の推進・取締役会への報告を行っております。また、上記(2)の低炭素社会移

行に伴うリスクに対しては、サステナビリティ推進委員会の内部組織として設置した「気候変動問題対応分科会」で

温室効果ガス排出量の削減策について検討・実行し、その進捗を取締役が参加する「サステナビリティ推進会議」で

半期に一度報告することに加え、社長が参加する「開発テーマ会議」において気候変動に関するテーマを取り扱い、

商品の低炭素化を図ることで、中長期的視点で本リスクへの対策を講じております。

(17）人的資本に関するリスク

＜人材確保・育成に係るリスク＞

　当社グループが持続的に事業を発展させるためには、製造、販売、開発、経営、IT等、それぞれの分野で専門知識

に精通した人材やマネジメント能力に優れた多様な人材を確保し、継続的に育成していくことが必要となります。ま

た、海外事業を更に展開していくうえでは、優秀な現地人材を確保し、日本と海外とを結ぶグローバル人材を確保・

育成する必要があります。しかしながら、特に日本国内においては少子高齢化に伴う労働人口の減少等もあり、必要

な人材を継続的に獲得するための競争は厳しく、人材獲得や育成が計画通りに進まないことにより当社グループの事

業活動が制限される場合があります。また、経済発展が著しい海外においては、人材獲得市場における競争が高まっ

ています。それら人材確保・育成に係る状況は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

　このような状況に対処するため、日本においては新卒採用や経験者の中途採用を積極的に進めるとともに、人事・

教育制度を充実させ、多様な社員が活躍できる環境づくりに努めています。海外においては、ローカル人材を積極的

に登用するとともに、各国の労働慣行を尊重し、権限と義務を明確にすることで高いモチベーションが維持できる環

境づくりに努めています。

＜人体に影響を及ぼすリスク＞

　当社グループで、設備やオペレーションに起因した労働災害が発生したり、労務環境が悪化し健康被害が発生した

場合には、社員の心身の健康に影響を及ぼし、労働生産性の低下や人材流出につながり、当社グループの経営成績及

び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、従業員の安全と健康を最優先に考え、労働安全衛生活動や健康経営に継続的に取

り組んでいます。
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(18）情報セキュリティ・ITインフラに関するリスク

　当社グループは、事業遂行に関連し、多くの個人情報や機密情報を有しているほか、様々なシステムやネットワー

クを利用しています。悪意のある第三者によるサイバー攻撃、ウイルスによる処理機器の事故が発生した場合、情報

の流出・漏洩・改ざん、ランサムウェアのような悪意のあるプログラムの侵入が発生する可能性があります。また、

天災等によるシステムインフラの停止等が発生した場合、重要な業務の停止や遅延が発生する可能性があります。こ

のような事態が発生した場合、対応に多額の費用負担が生じ、あるいは社会的信用が低下することにより、当社グル

ープの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、「アイカグループ情報セキュリティ基本原則」の遵守、情報管理規程による社内

ルールの徹底、システムの冗長化等により、情報漏洩対策及び重要な業務の停止リスクの低減に努めております。

(19）コンプライアンスに関するリスク

　当社グループは、事業展開をするうえで各国の法律、許認可等さまざまな法的規制の適用を受けています。これら

法令等の改正や規制の強化により、当社グループの事業活動が制限される、あるいは遵守するためのコストが増加す

る場合があります。また、法令等に違反した場合や社会規範に反した行動等により、法令による処罰・訴訟の提起・

社会的制裁を受け、またはこれらに加え社会的信用が低下することで、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。

　このような状況に対処するため、当社グループは「アイカグループ行動規範」において、各国・各地域の法令等を

遵守し、人権尊重、環境への配慮、腐敗防止など、高い倫理観にもとづく行動を徹底することを定め、予期せぬ損失

や信用の低下を防止すべく、役員・従業員に対する研修や規定の策定・周知を通じコンプライアンス意識の向上を図

り、法令や社会規範に反した行為等の発生可能性を低減するよう努めています。

第３【参照書類を縦覧に供している場所】
アイカ工業株式会社　本店

（愛知県清須市西堀江2288番地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（愛知県名古屋市中区栄三丁目８番20号）

第四部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

第五部【特別情報】
　該当事項はありません。
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会社名 アイカ工業株式会社

代表者の役職氏名 代表取締役　社長執行役員　　海老原　健治

３年平均上場時価総額 223,725百万円

（2022年７月29日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

3,070円 × 67,590,664株 ＝ 207,503百万円

（2023年７月31日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

3,376円 × 67,590,664株 ＝ 228,186百万円

（2024年７月31日の上場時価総額）

東京証券取引所に
おける最終価格

発行済株式総数

3,484円 × 67,590,664株 ＝ 235,485百万円

「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面

１　当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。

２　当社の発行する株券は、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に上場されております。

３　当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。

（参考）

　（注）　2022年７月31日は取引休業日であるため、その直前取引日である2022年７月29日の東京証券取引所における最

終価格で計算しております。
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事業区分 主要製品 主要な会社

化成品
外装・内装仕上塗材、塗り床材、

各種接着剤、有機微粒子、他

当社、西東京ケミックス㈱、

アイカインドネシア社、昆山愛克樹脂有限公司、

瀋陽愛克浩博化工有限公司、

アイカ・アジア・パシフィック・ホールディング社、

アイカドンナイ社、アイカハチャイ社、

アイカシンガポール社、アイカ広東社、

アイカインドリア社、アイカニュージーランド社、

アイカ南京社、アイカアドテック社、

アイカタイケミカル社、

エバモア・ケミカル・インダストリー社

建装建材

メラミン化粧板、化粧合板、

室内用ドア、インテリア建材、

カウンター、収納扉、不燃化粧材、

押出成形セメント板、他

当社、アイカインテリア工業㈱、アイカハリマ工業㈱、

アイカテック建材㈱、

アイカインドネシア社、テクノウッド社、

マイカラミネート社、

アイカ・ラミネーツ・インディア社、

アイカ・ラミネーツ・ベトナム社、

アイカ・アジア・ラミネーツ・ホールディング社、

ウィルソナート・タイ社、アイカウィルソナート上海社

事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移

１．事業内容の概要（2024年６月30日現在）

　当社グループは、当社（アイカ工業株式会社）、子会社54社及び関連会社３社により構成されており、化成品、建

装建材の製造及び販売を国内外のグループ各社が相互協力のもとに密接に連携し、化成品、建装建材の開発、生産及

び販売活動を行っております。

　事業の内容と当社、子会社及び関連会社の当該事業における位置づけ、ならびにセグメントとの関連は次のとおり

であります。

　（注）　ウィルソナート・タイ社は2024年９月30日現在、アイカウィルソナート・タイ社に社名変更の手続き中です。
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　以上述べた事項を、事業系統図によって示すと次のとおりであります。

　（注）　ウィルソナート・タイ社は2024年９月30日現在、アイカウィルソナート・タイ社に社名変更の手続き中です。
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回次 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 （百万円） 191,501 174,628 214,514 242,055 236,625

経常利益 （百万円） 21,333 18,438 21,840 22,088 26,135

親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 12,732 10,759 13,117 10,059 15,135

包括利益 （百万円） 11,998 12,363 20,302 17,928 26,158

純資産額 （百万円） 146,221 150,505 162,734 158,074 176,543

総資産額 （百万円） 206,439 207,363 240,388 250,049 274,739

１株当たり純資産額 （円） 1,994.03 2,064.24 2,223.98 2,270.08 2,529.07

１株当たり当期純利益 （円） 195.01 164.79 200.90 157.27 236.60

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
（円） 194.93 164.73 200.82 157.21 236.53

自己資本比率 （％） 63.1 65.0 60.4 58.1 58.9

自己資本利益率 （％） 9.9 8.1 9.4 6.9 9.9

株価収益率 （倍） 15.9 24.2 14.9 19.3 15.7

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） 18,240 19,713 11,685 19,852 28,482

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） △16,798 △9,756 △8,342 △9,061 △7,574

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（百万円） △6,210 △9,179 △1,114 △9,355 △11,167

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 40,644 41,185 44,997 47,943 59,637

従業員数
（人）

4,781 4,796 4,949 4,963 5,007

（外、平均臨時従業員数） (675) (616) (720)

２．主要な経営指標等の推移

(1）連結経営指標等

　（注）１　第120期及び第121期の臨時従業員の平均雇用人員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10

未満のため記載を省略しております。

２　第121期において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第121期及び第120期の関連する

主要な経営指標等について、暫定的な会計処理の確定の内容を反映させております。

３　第122期、第123期及び第124期の「１株当たり純資産額」の算定上、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当

社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。

また、「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式に、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式を含めております。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第122期の期首から適用して

おり、第122期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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回次 第120期 第121期 第122期 第123期 第124期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 （百万円） 109,431 98,636 108,258 117,939 122,435

経常利益 （百万円） 15,272 14,611 16,886 18,203 19,672

当期純利益 （百万円） 10,607 10,384 11,949 10,490 13,977

資本金 （百万円） 9,891 9,891 9,891 9,891 9,891

発行済株式総数 （千株） 67,590 67,590 67,590 67,590 67,590

純資産額 （百万円） 115,636 120,926 125,226 125,009 135,625

総資産額 （百万円） 145,165 148,748 159,860 173,775 186,894

１株当たり純資産額 （円） 1,770.60 1,851.64 1,917.40 1,954.01 2,119.81

１株当たり配当額
（円）

106.00 107.00 108.00 109.00 112.00

（うち１株当たり中間配当額） (49.00) (49.00) (50.00) (50.00) (52.00)

１株当たり当期純利益 （円） 162.45 159.05 183.00 164.01 218.50

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益
（円） 162.39 158.99 182.94 163.96 218.43

自己資本比率 （％） 79.6 81.3 78.3 71.9 72.6

自己資本利益率 （％） 9.3 8.8 9.7 8.4 10.7

株価収益率 （倍） 19.1 25.1 16.3 18.5 17.0

配当性向 （％） 65.3 67.3 59.0 66.5 51.3

従業員数 （人） 1,239 1,228 1,211 1,226 1,216

株主総利回り （％） 89.5 116.7 92.5 96.7 118.3

（比較指標：TOPIX（配当込）） （％） (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2)

最高株価 （円） 3,975 4,275 4,255 3,360 3,820

最低株価 （円） 2,584 2,862 2,863 2,677 2,950

(2）提出会社の経営指標等

　（注）１　臨時従業員の平均雇用人員数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略

しております。

２　最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以前

については東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３　第122期、第123期及び第124期の「１株当たり純資産額」の算定上、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当

社株式を期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。

また、「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定上、期中平均株式数

の計算において控除する自己株式に、株式給付信託（J-ESOP）が保有する当社株式を含めております。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第122期の期首から適用して

おり、第122期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。
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2025年３月期第１四半期（2024年４月１日から2024年６月30日まで）の連結業績の概要

　2024年８月８日に公表した2025年３月期第１四半期（2024年４月１日から2024年６月30日まで）決算短信の添付資料

に掲げられている四半期連結財務諸表は以下のとおりであります。

　四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４

条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸

表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成したものであり、監査法人より

期中レビュー報告書を受領しております。

　なお、金額の表示については、百万円未満を切捨てて表示しております。
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 62,022 59,480
受取手形 23,449 21,705
売掛金 48,824 48,557
商品及び製品 16,010 17,580
仕掛品 1,816 2,108
原材料及び貯蔵品 13,897 13,942
その他 7,563 8,701
貸倒引当金 △962 △928

流動資産合計 172,621 171,147

固定資産

有形固定資産 67,006 68,798
無形固定資産

のれん 2,782 2,685
その他 8,653 8,893

無形固定資産合計 11,436 11,578

投資その他の資産

その他 23,676 24,177
貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 23,675 24,175

固定資産合計 102,117 104,552

資産合計 274,739 275,700

負債の部

流動負債
支払手形及び買掛金 31,447 30,577
電子記録債務 4,516 3,503
短期借入金 6,025 6,149
未払法人税等 4,760 2,608
賞与引当金 2,854 2,940
有償支給取引に係る負債 2,333 2,335
その他 10,884 10,600

流動負債合計 62,822 58,714

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 18,054 18,049
長期借入金 4,465 4,110
退職給付に係る負債 1,878 1,929
その他 10,975 11,243

固定負債合計 35,373 35,333

負債合計 98,195 94,048

純資産の部

株主資本
資本金 9,891 9,891
資本剰余金 8,545 8,545
利益剰余金 127,725 128,018
自己株式 △6,129 △6,129

株主資本合計 140,033 140,326

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,999 8,438
繰延ヘッジ損益 3 2
為替換算調整勘定 13,470 16,740
退職給付に係る調整累計額 280 305

その他の包括利益累計額合計 21,753 25,487

新株予約権 19 19
非支配株主持分 14,736 15,817

純資産合計 176,543 181,652

負債純資産合計 274,739 275,700

四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 54,497 56,842

売上原価 40,412 41,426

売上総利益 14,085 15,415

販売費及び一般管理費 8,854 9,355

営業利益 5,230 6,059

営業外収益

受取利息 103 144

受取配当金 173 210

その他 258 573

営業外収益合計 534 928

営業外費用

支払利息 52 64

その他 102 157

営業外費用合計 154 221

経常利益 5,609 6,766

特別利益

負ののれん発生益 466 －

特別利益合計 466 －

税金等調整前四半期純利益 6,076 6,766

法人税、住民税及び事業税 1,962 1,825

法人税等調整額 191 345

法人税等合計 2,154 2,171

四半期純利益 3,922 4,595

非支配株主に帰属する四半期純利益 317 461

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,604 4,134

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年６月30日)

四半期純利益 3,922 4,595

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,568 438

繰延ヘッジ損益 22 △1

為替換算調整勘定 1,751 3,878

退職給付に係る調整額 △12 27

持分法適用会社に対する持分相当額 △21 10

その他の包括利益合計 3,308 4,353

四半期包括利益 7,230 8,949

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,625 7,868

非支配株主に係る四半期包括利益 605 1,081

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成方法）

当社の四半期連結財務諸表は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作

成基準第４条第１項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成しており

ます。

（会計方針の変更に関する注記）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首から適

用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の

四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。これによる前年四半期の四半期連結財務諸表及び前連結

会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（単位：百万円）

報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２化成品 建装建材 計

売上高

外部顧客への売上高 31,111 23,386 54,497 － 54,497

セグメント間の内部売上高又は

振替高
1,003 0 1,003 △1,003 －

計 32,114 23,386 55,500 △1,003 54,497

セグメント利益 1,943 4,239 6,183 △952 5,230

（単位：百万円）

報告セグメント 調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２化成品 建装建材 計

売上高

外部顧客への売上高 31,925 24,917 56,842 － 56,842

セグメント間の内部売上高又は

振替高
963 1 964 △964 －

計 32,888 24,919 57,807 △964 56,842

セグメント利益 2,127 4,899 7,027 △967 6,059

（セグメント情報等の注記）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　セグメント利益の調整額△952百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△951百万円が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部門（人事、総務、経理部門

等）に係る費用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年４月１日　至　2024年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（注）１　セグメント利益の調整額△967百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△968百万円が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理部門（人事、総務、経理部門

等）に係る費用であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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前第１四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2024年４月１日

至  2024年６月30日）

減価償却費 1,581百万円 2,008百万円

のれんの償却額 197百万円 159百万円

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月８日

アイカ工業株式会社

取 締 役 会　御中

有限責任監査法人　 ト ー マ ツ

名古屋事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 増　　見　　彰　　則

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 杉　　浦　　野　　衣

監査人の結論

　当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているアイカ工業株式会社の2024年4月1日から2025年3月31

日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2024年4月1日から2024年6月30日まで）及び第1四半期連結累計期間

（2024年4月1日から2024年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名

古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務

諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準

拠して作成されていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項並

びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これに

は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4

条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表

等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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(注) １　上記の期中レビュー報告書の原本は当社(四半期決算短信開示会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所及び

株式会社名古屋証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第4条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用

されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結

財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第4条第1項並びに我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第4条第2項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
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